元高教福第１７０７号
令和２年３月５日
　各県立学校長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教　育　長
新型コロナウイルス感染症に関する感染拡大防止に係る休暇、
在宅勤務の取扱い等について（通知）
　このことについて、人事委員会委員長通知（令和２年３月２日付け元高人委第186号）等を踏まえ、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止と、学校の臨時休校等に伴う子を持つ教職員への配慮の観点から、休暇の取扱いを整理するとともに、臨時的に在宅勤務を導入することとしました。
つきましては、各所属においては、下記の事項について、教職員に周知し、教職員の柔軟な勤務体制を確保するとともに、休暇の取得についての配慮と適切な運用をお願いします。
また、臨時的任用教職員及び非常勤教職員についても同様の取扱いとします。
なお、このことに合わせて、令和２年２月28日付け元高教福第1682号教育長通知を廃止します。
記
　１　休暇の取扱いについて
新型コロナウイルスに関して、教職員が次の場合に該当するときは、公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則第12条第１項の表の１の項の特別休暇（地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等による職員の著しい出勤困難。以下「出勤困難休暇」という。）として承認して差し支えないこととします。
（１）新型コロナウイルス感染症を検疫法第三十四条の感染症の種類として指定する等の政令（令和２年政令第28号）第３条において準用する検疫法（昭和26年法律第201号）第16条第２項に規定する停留の対象となった場合 
（２）教職員又はその親族に発熱等の風邪症状が見られることから、新型コロナウイルス感染症対策の基本方針（令和２年２月25日新型コロナウイルス感染症対策本部決定）等を踏まえ、勤務しないことがやむを得ないと認められる場合 
（３）新型コロナウイルス感染症対策に伴う小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等の臨時休業その他の事情（以下「臨時休校等」という。）により、子の世話を行う教職員が、当該世話を行うため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合

　　　【留意事項】
　　　　所属長は、当該休暇の承認にあたって、教職員の健康状態等を適切に把握するとともに、状況に応じて、新型コロナウイルス感染症について、関係機関への適切な受診、相談を促してください。（厚生労働省：新型コロナウイルスＱ＆Ａ参照）
２　在宅勤務の導入について
新型コロナウイルス感染症対策に伴う在宅勤務については、濃厚接触者等（保健所から「濃厚接触者」と特定された者及び濃厚接触者となる可能性がある者をいう。以下同じ。）を利用の対象とし、取扱いについては、別紙のとおりとします。
３　対応一覧表
上記を踏まえた対応については、次のとおりです。
感染拡大防止の観点から、教職員の状況等に応じて、各制度を利用してください。
	
	新型コロナウイルスの病原体の保有者
	新型コロナウイルスの病原体の保有者以外
	臨時休校等により子の世話をする職員

	
	
	発熱等の風邪
症状有り
	症状無し
	

	
	
	
	
	濃厚接触者等
	親族に
症状有り
	

	休暇・利用できる制度
	出勤困難休暇
(１(１)該当）
	出勤困難休暇
(１（２）該当)
又は
病気休暇、
年次有給休暇
	通常勤務
	年次有給休暇
又は
在宅勤務
	出勤困難休暇
（1(２)該当）
又は
看護休暇
	出勤困難休暇
(１(３)該当）


４　その他
出張の取扱いについて
現時点で一律に自粛を要請するものではありませんが、感染拡大防止の観点
から、出張する際は、その必要性を十分に検討してください。
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○新型コロナウイルス感染症対策の基本方針（抜粋）


（１）国民・企業・地域等に対する情報提供


　　①　国民に対する正確で分かりやすい情報提供や呼びかけを行い、冷静な対応を促す。


・発熱等の風邪症状が見られる場合の休暇取得、外出の自粛等の呼びかけ


・感染への不安から適切な相談をせずに医療機関を受診することは、かえって


感染するリスクを高めることになること等の呼びかけ


②　患者・感染者との接触機会を減らす観点から、企業に対して発熱等の風邪症状が見られる職員等への休暇取得の勧奨、テレワークや時差出勤の推進等を強力に呼びかける。 





問い合わせ先


　高知県教育委員会事務局教職員・福利課 


人事企画担当　安岡・近森


TEL:088-821-4903　FAX：088-821-4725








